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第 3 章 
戦後アジア――朝鮮と中国を標的として 
 

 火と埃と金属が周囲にたちこめる 

放射能がやつらを焼き尽くす 

コミュニストの生き残りは逃げ回る 

もしマッカーサー将軍が原爆を落とせば 

朝鮮戦争時代の歌 

*Jackie Doll and His Pickled Peppers1 

 

「台湾に始まりトルコに終わるものは 

すべてアメリカ世界だ」。 

アメリカは「あらゆるものを逃さず握って放さないだろう、 

われわれの金門島でさえも」 

毛沢東 

 

 

冷戦の激化が繰り返しおこったのは、ヨーロッパではなくアジアにおいてだった。そこでは、

ヨーロッパや中東と同様、テロリズム的に脅迫を加えるアメリカによる核支配が外交的・軍事的

闘争の枠組みと限界を決定した。19 世紀以来、アメリカのエリート層と世論がヨーロッパとの関

係に焦点を合わせ、それよりも低い程度でラテンアメリカに焦点を合わせる一方で、アメリカは

ヨーロッパの植民地大国と、のちには日本と、アジアの市場と富の分け前をめぐって競い合い、

第二次世界大戦を通じてその地域における支配勢力となった。 

1960 年代半ばまで、インドシナは沈滞した地域と見なされ、アメリカにとっては北朝鮮と中国

が第一の関心事であり、アメリカが核戦争開始の脅威を与えその準備を進める標的であった。北

朝鮮（朝鮮民主主義人民共和国）と中国はそれぞれ独自の、しかししばしば絡み合った難問をア

メリカの地域支配に対して突きつけてきた。海の向こうでは、冷戦の間を通して、日本はワシン

トンの「不沈空母」であり、「通常の」軍事介入とアジア諸国やソ連に対しアメリカが核攻撃の威

嚇を行なうための基地と発射台を提供していた。日本がこのようにアメリカに奉仕したことは、

偶然ではない。戦後の日本の政府はアメリカの要求にかなうようにつくられたのだ。 

冷戦期における北朝鮮と中国に対するアメリカの核脅迫を理解する枠組みを提示するために、

この章ではアメリカが「アジアの大国」にのし上がった概略から始め、冷戦の最初の数十年間に

おけるワシントンの「支配的な」核優位の質的・量的側面について述べる。北朝鮮はアメリカが

早い時期に核の注意を向けた対象だった。そこでまず、トルーマン大統領が朝鮮戦争で北朝鮮と

中国に対し繰り返し行なった核威嚇、ペンタゴンによるこうした攻撃の準備、そして、朝鮮と中

国の間に放射能を帯びた緩衝地帯を作るためにマッカーサー将軍が 20 から 30 発の原爆を使用す

る権限を要求したことをとりあげよう。この節の結びは、アイゼンハワー大統領の核威嚇によっ

て、アメリカが自らにとって好ましい休戦協定を勝ち取ったこと、それが、彼とその後の大統領

たちの核威嚇を促したことについてである。ピョンヤンの指導者たちにとっては、みずからの安
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全確保のためには核兵器を手に入れることが必要だという教訓となったことについても述べる2。 

1960 年代と 1970 年代に、北朝鮮に対してアメリカがおこなった核攻撃の準備――そして少な

くとも 2 回、威嚇があった――について述べた後、本章の話題は中国に移る。1950 年代、中国本

土は 2 度にわたり、反逆者が支配した省の沖合の島々、そしておそらくは台湾それ自体を再び征

服しようと試みたが、アイゼンハワー大統領とダレス国務長官の「大量報復」という派手な核威

嚇により撃退された。本章では、いかにして中国が、エスカレートするベトナム戦争に関連した

ものを含め、くりかえしおこなわれるアメリカの核威嚇を乗り切ろうとしたかについても述べる。

本章の締めくくりは、中国の核兵器計画と折り合いをつけるために、ジョンソン政権がいかに苦

心したかについての検討である。ここでは、ほとんど知られていない２つのできごとが報告され

る。その第 1 は、ジョンソン政権がソ連に対しておこない、失敗に終わった提案である。この提

案は中国が核大国となることを阻止するために米ソ両大国が協力して核攻撃を行おうというもの

であった。第 2 は、インドの提案に対するラスク国務長官の支持をめぐってくりひろげられた、

ペンタゴンと政権上層部の間での官僚間の激しい争いについてのダニエル・エルズバーグの回想

である。このインドの提案とは、アジア大陸における核の均衡という幻想を作り出すために、イ

ンドで爆発させることが可能なアメリカの核爆弾をインドに与えるというものであった。 

 

 

アジアの一大勢力へ 

 

2 世紀にわたり、アメリカはアジア・太平洋の一大「勢力」であり続けた。最初の金融ファミ

リーの財産を含め、この国が 19 世紀に得た富のほとんどは、初期のアジア貿易によって築かれた。

通常絹や香料の取引として考えられているが、この貿易は大黄から陶磁器やアヘンなど他の物品

に広がった。中国との貿易不均衡を正すために英国が始めたアヘン戦争（1839－1842 年）の間、

表面上は中立の立場をとったが、アメリカの戦艦や貿易船は英国海軍を補強していた。女王陛下

の経済は、英国企業が支配する麻薬貿易のために中国を「開国」させることで安定する見通しだ

った。 

米海軍が朝鮮に初めて到着し、1856 年にペリー提督の黒船が日本を「開国」させる前にすでに、

リンカーン、アンドルー・ジョンソン両大統領時代の国務長官を務めたウィリアム・スワードは、

アメリカが世界の支配勢力としての英国の地位にとって代わるとすれば、最初にアジアを支配し

なければならないと主張した。艦船の燃料が石炭だった当時、アジアの市場と資源に到達するた

めには、戦艦と商船に石炭供給基地として利用できる基地やしっかりした港へのアクセスが必要

だった。スワードが選んだアジアへのルートは、ハワイやグアム、フィリピンといった太平洋中

南部諸島の国々を経由するものだった。しかしながらこれらの島々は、英国とスペインにすでに

占領されていた。埋め合わせとして、南北戦争の後、スワードは交渉によってアラスカとアリュ

ーシャン列島を買収した。「スワードの愚行」と評されたが、アメリカにとってアジアへの北の足

がかりを確保するものになった。 

19 世紀末から 20 世紀初頭は、植民地諸国間の競争が激しくなったことを特徴としている。特

に顕著だったのは満州（北東アジア支配の地政学的カギ）と中国の支配をめぐってのものである。

英国、日本、ロシア、フランス、ドイツは、中国の海岸沿いに「租界」という名目の植民地を得
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ようと競い合った。これらは、商品の供給源となり、だぶついている先進工業諸国の製品の市場

となった。自国の反植民地主義的な政治神話にしばられ、帝国主義ゲームに出遅れたアメリカの

指導者たちは、｢門戸開放｣――すべての経済大国による中国の市場と商品への平等なアクセス―

―を要求することで対抗した。ワシントン（ハリマンの鉄道権益という形で）、モスクワ、ロンド

ン、そして東京もまた、北東アジアにおける鉄道システムの支配権を争い、それによってこの地

域の商業的・戦略的な影響力の点で優位に立つことを目指していた。 

時として、この競争は武力衝突を引き起こした。1895 年、日本は朝鮮で清国軍を破り、遼東半

島と台湾、そして近隣の澎湖諸島を奪い取った。しかし、ロシア、フランス、ドイツからの圧力

のもと、日本政府は不当に手に入れた戦利品のほとんどを手放すことを余儀なくされ、朝鮮を日

本の保護国に、台湾を日本の植民地とすることで手を打たされた。1898 年、中国で起きたポピュ

リスト的・民族主義的排外運動である義和団の乱の鎮圧のため、欧米列強と日本は手を結び、派

兵した。1905 年、日本の明治天皇はロシア艦隊を沈め、満州と朝鮮でロシア軍を破り、西洋に衝

撃を与えた。ルーズベルト大統領は和平交渉の調停において、決して中立的ではなかった。最終

の取り決めには、アメリカが朝鮮に対する日本の植民地支配を認めるかわりに、日本がフィリピ

ンに対するアメリカの宗主権を承認することが盛りこまれていた。 

1930 年代初め、一連のミニ・クーデターによって日本の「民主主義」が断固たる軍国主義にと

って代わられるまで、アジア太平洋の「平和」は、競い合う帝国海軍の構成を制限する一連の軍

備管理協定である「ワシントン体制」によって保たれていた。アジアで「世界大戦」を引き起こ

した原因は、日本の軍国主義者たちが地球規模での力関係を読み違え、日本の「大東亜共栄圏」

がアジア太平洋におけるアングロ・サクソンの支配にとって代わることができると信じたことに

あった。 

広島と長崎への原爆投下は圧倒的な破壊をもたらしたが、北東アジアにおけるソ連の影響力を

制限するというアメリカの戦略目標の達成に失敗した。中国共産党が内戦で戦略的優位に立つこ

とを防ぐために、ジョン・マクロイは、世界史上もっとも野心的な軍事作戦の一つを組織した。

蒋介石の道徳的に破綻した国民党軍を北に移動させ、日本の降伏を受け入れさせたのだ。しかし

アメリカには、朝鮮においてソ連と影響力を分かち合うことに関して選択の余地はなかった。そ

して、1949 年、中国共産党の勝利とともに、有史以来ほぼすべての時代を通じて人類文明の中心

にいた中国は、「立ち上がり」始めたのである。 

1952 年、アメリカによる軍事占領を終わらせるために、日本のエリートは、日米相互安全保障

条約の秘密調印を強いられた。この条約は、米軍基地が日本に引き続き存在することを認めるも

のだった。アメリカによって作られた国家は、互いに競い合う３つの勢力に依拠していた。すな

わち、平和憲法、アメリカが日本国家の軍事的・外交的機能に圧倒的責任を負う手立てとしての

軍事同盟、そして、天皇裕仁が皇位に残り A 級戦犯を含む旧軍国主義者がアメリカを後ろ盾とし

て首相になるという形で「いくぶん秘密に、しかし断固として維持された…戦前の帝国」である。

このようにして日本は、アジア・太平洋におけるアメリカ勢力の「要
かなめ

石
いし

」として奉仕するよう再

構成されたのだった。 

 

 

恐怖の不均衡 
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限られたものではあったがソ連からの支援を得て権力を握った中国共産党指導部は、10 年以上

の間、ソ連と密接な同盟関係を続けた。この時期、ソ連の核能力と共産主義に対するアメリカの

誇大な恐怖感は中国にも投影され、アメリカの冷戦期の政治的、経済的、軍事的動員を強化する

ために利用された。 

1949 年、トルーマン政権は、アメリカのエリートのほとんどが「少なくとも 10 年（アメリカ

の政治的計算では永遠にも等しい）は続く」と思い込んでいたアメリカの核独占を、スターリン

の最初の原爆が打ち砕くという、不意打ちを受けた3。ソ連の原爆が火をつけた人びとの恐怖心は、

同年の毛沢東軍の勝利、そして 1950 年の北朝鮮の南進によってさらに高まった。アメリカの政治

情勢は急速に熟し、ジョー・マッカーシー上院議員やその他の反共デマゴーグがあおりたてるヒ

ステリーとなった。多くの人びとが、自分たちの生命とアメリカの存在を、核で武装し、神を認

めず、人を惑わし、政府の転覆を狙う、モスクワやその弟分である北京からの指導を受けるマル

クス主義者が脅かしていると信じ込んだ。1950 年代から 1960 年代はじめにかけての大衆スロー

ガンの一つは「アカより死んだほうがまし」だった。 

実際アメリカは、ソ連や疲弊した中国よりも軍事的・経済的にはるかに強力だったし、冷戦期

全般を通じてそれは変わらなかった。1948 年、ソ連が原爆実験に成功し、毛沢東軍が蒋介石の国

民党軍に勝利する以前に、ディーン・アチソン国務長官は、国家安全保障会議覚書第 68 号に示さ

れた概略に沿って米軍の大規模増強を開始するという、トルーマンの言質をとりつけた。封じ込

め政策を補完するために、アメリカの政策は「まず緊張と圧力を緩和し、その後徐々に引き下が

ることによって、クレムリンが適応したほうが得策だと思えるような状況」を作り出すことを呼

びかけた4。中国で共産党が勝利すると、ワシントンは北京に対して二重の政策をとった。すなわ

ち、封じ込めと、そして蒋介石に強く期待をかけながらの体制転換の二つである。 

北朝鮮が南に侵攻したとき、アメリカの政策決定者の中には、金日成軍がソ連の核の脅威で強

化されるかもしれないと懸念した者もいた。これは、アメリカは「戦略兵力の点でソ連に対し支

配的優位性」を持っていると理解していたトルーマンとアイゼンハワーにとっては、問題になら

なかった。ここで「支配的優位性」の意味について少し考えてみよう。これは、「命令を与える」

あるいは「権威をもって指示する」ことのできる能力5のことであり、たとえばこの場合には、命

令に従わなければ全滅させるぞという脅迫を伴っていた。この核の優位性は間もなくアメリカの

冷戦政策と実践のあらゆる次元に行きわたるようになった。1953 年には、アメリカは、日本とヨ

ーロッパの基地から飛び立ち、何百万人もの命を奪い両共産主義大国の経済的・軍事的基盤を壊

滅させることができる核搭載可能な爆撃機 329 機を持っていた。2 年後、米空軍は、さらに遠く

からソ連と中国の重要な標的に大きな打撃を与えることのできる B-52 爆撃機を手に入れ始めた。 

アイゼンハワー政権（1953－1960 年）と米戦略軍は、アメリカのソ連の核兵器庫を標的にした

対兵力第一撃能力は、アメリカだけでなく日本や NATO 同盟諸国に対するソ連の報復攻撃を防ぐ

ことができると確信していた。ソ連の爆撃機が配備された基地の数は限られ、その位置をアメリ

カの軍事計画立案者たちは把握していた。核弾頭が別の場所に貯蔵され、早期警報システムを持

っていないため、ソ連戦略軍はアメリカの第一撃攻撃に対してきわめて脆弱だった。モスクワの

北極地方を基地とするソ連の爆撃機は理論上、アメリカ本土に到達する能力を持っていたが、速

度は遅く、標的に到着するまで最高 13 時間を要した。したがって、まず確実にアメリカの爆撃機
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に打ち落とされるはずだった。米戦略軍司令官カーティス・ルメイ将軍は、アメリカは「ソ連の

防衛に対して 1 人たりとも失うことなく」モスクワの戦闘能力を破壊することができると豪語し

た6。 

大恐慌と第二次世界大戦による窮乏を経て、経済成長を促すために米軍の規模を縮小すること

を公約に、アイゼンハワー大統領が就任した。彼はアメリカの核の優位性を確信していたため、

国家的優先課題におけるこうした転換は容易だった。この転換が確実にアメリカの同盟国と属国

を危険にさらすことなく実行されるために、アイゼンハワーとジョン・フォスター・ダレス国務

長官は、アメリカの軍事政策の土台として「大量報復」ドクトリンを採用した。「国民みな殺し」

の脅威に依拠することで、また「地域紛争を壊滅的な地球規模戦争の亡霊と結びつけること」で、

彼らは、モスクワと北京のどちらにも、地球規模での「勢力圏」内のいかなる場所においてもア

メリカの支配に挑戦しようという気持ちすら起こさせないようにすることを目指したのである7。

回想録の中で、アイゼンハワーは朝鮮を例に、このドクトリンがいかに機能したか、説明してい

る。 

 

われわれは満足のいく進展がない場合、兵器の使用を抑制せずに断固として行動するつもり

であり、もはや戦闘を朝鮮半島にとどめることに責任を負わないだろうということを、共産主

義大国に理解させた。われわれはいかなる世界的な紳士協定の制限も受けない。インドや台湾

海峡地域において、また板門店での休戦交渉において、われわれは自らの意図を表すことばを、

慎重にもらした。それがソ連と中国の共産主義者の耳に届くであろうことを、われわれははっ

きりと確信していた8。 

 

アイゼンハワーとダレスが、朝鮮戦争（1953 年）、CIA が後ろ盾となったグアテマラでのクー

デター（1954 年）、中東戦争と中東危機（1956 年と 1958 年）、そして中国に対し（1955 年と 1958

年）、第一撃大量「報復」を準備し威嚇する姿を見る中で、リチャード・ニクソン副大統領は、核

テロリズムの「ゲーム」を学んだ。 

モスクワと北京の対応はどのようなものだったろうか。非常に慎重だった。両者ともソ連の兵

器庫が実際よりも強大であるかのように装ったし、ソ連の場合は、限られた財源に対して不釣合

いな金額が、兵器システムの開発に注がれていた。それはやがては恐怖の不均衡を対等なものに

するはずであった。 

1953 年のスターリンの死後、ニキータ・フルシチョフとその権力闘争の主要なライバル、ゲオ

ルギー・マレンコフは、共産主義勢力と資本主義勢力の間の戦争は必然であるというレーニン主

義的信念から距離を置いた。その代わりに「平和共存」を提唱し、ソ連は、結局は経済的に西側

を「葬る」だろうと豪語した。ソ連の経済的・技術的能力はアメリカのそれに何十年も立ち遅れ

ていたし、ソ連国民は生活水準の向上を切実に望んでいたので、彼らはソ連の軍事力の回復は長

期にわたる計画であることをわかっていたのだ。まずは経済発展が先だった。この逆コースに対

する政治的口実をもうけるため、フルシチョフは「文明の終わり」を防ぐことが必要であり、そ

のためには「アメリカとの協調」が必要だと強調した9。 

ガレス・ポーターが記録しているように、「毛沢東はアメリカの経済的あるいは軍事的実力を見

くびってはいなかったし、アメリカの力に直面したときの中国の自制の必要性を認めていた」。
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1960 年まで、中国はソ連の戦略的抑止に頼っていたために、「毛沢東には、ソビエトの戦略的な

力を公式に誇張するようフルシチョフに求める充分な理由があった」10。 

この「協調」はレトリックや礼儀正しい外交以上のものを含んでいた。フルシチョフは、現状

（ステータス・クオ）に対する潜在的疑念は米ソ核対決につながりかねないと恐れ、それを抑制

するために世界の共産主義勢力に対するソ連の指導力を行使した。ディエンビエンフーでフラン

スに対しベトナムが勝利したあとの 1954 年のジュネーブ会議の場で、ソ連と中国の指導部はベト

ナム指導部に対し、ベトナム分割の位置と総選挙の時期について、アメリカとフランスの要求に

従うよう強制した。フルシチョフと毛沢東は、アメリカには「自分たちが選んだ手段と場所で即

座に報復する巨大な能力がある」というジョン・フォスター・ダレスの警告を冷静に受け止めて

いた11。1957 年、世界初の人工衛星スプートニクの心躍る（そしてアメリカの多数にとっては身

の毛がよだつ）打ち上げから間もなく、モスクワで開催された世界の共産党・労働者党会議で、

ソ連がアメリカに対して戦略的優位を達成したことを宣言すべきだという毛沢東の呼びかけに、

フルシチョフは抵抗した。毛沢東が期待していたのは、世界の「力関係」が根本的に変化したと

いう宣言がワシントンを制し、北京にとって時間かせぎとなることだった。その代わりに、ソ連

指導部は、決定的なのは軍事力ではなく経済力であり、「ソ連はミサイル技術において永続的な優

位性は持っていない」と主張した12。 

 

朝鮮 

 

北朝鮮は、ベトナムや日本と同様、アメリカの「通常」戦争に襲いかかられた国の一つである

が、ベトナムの場合はくりかえし核攻撃の脅威にさらされた。1950－53 年の朝鮮戦争時、北朝鮮

のほぼ全土が焼け落ちるか、あるいは破壊された。さらに、レオン・シーガルが書き記している

ように、「北朝鮮ほどアメリカの核脅迫の標的となった国はない――1945 年から少なくとも 7 回

あった」13。南朝鮮（大韓民国）と北朝鮮（朝鮮民主主義人民共和国）のどちらも核兵器計画の追

求を、より大きな力、行動の独自性へ向かうための一つの道とみなし、そして北朝鮮の場合は、

アメリカからの攻撃に対するありうべき抑止力と見なしてきた。1970 年代、アメリカを後ろ盾と

した韓国の軍事政権は核兵器開発に向けて本気のステップを踏み出し、1980 年代末以降、北朝鮮

の核兵器計画はアメリカの安全保障に対する「最大の脅威」の一つであると見なされてきた。 

朝鮮戦争の起源は、一般に理解されているよりも複雑だった14。長崎への原爆投下の 2 日後、デ

ィーン・ラスク、チャールズ・ボンスティール両大佐は、朝鮮をアメリカの占領地帯とソビエト

の占領地帯とに分割する線をどこに引くのがベストか、30 分で明らかにするよう命じられた。二

人は 38 度線を選んだが、それはソ連が協力的でなければ米軍が到達できない位置よりもさらに北

であった。これには、朝鮮の首都ソウルがアメリカの占領地帯に含まれるという利点があった。

ソ連と同様、アメリカの占領軍は、朝鮮の真の独立や主権の回復に全面的に関与しているわけで

は決してなかった。米軍は当初、朝鮮を「〔日本の〕降伏条件に左右される」敵と呼んでいた。新

秩序の実例となったのは、米軍の先遣隊と日本の軍部および植民地官僚が協力して、来たるべき

米占領軍のために兵站業務を整えるための「会合」だった。彼らは軍事的・植民主義的メンタリ

ティを共有していた。儀礼的でも事務的でもなく、それは「栄えある飲んだくれの大騒ぎ」とな

って数日続き、それは朝鮮人の手にあるのは解放とは程遠いものであることを示した。「アメリカ
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の人員に近づいた朝鮮人は『即座に最小限の礼儀正しさをもって追い出された』」のだ15。 

米ソ両政府はまもなく、ソウルとピョンヤンを拠点に、競い合う保護国をうち立てた。南の政

府の新しい支配層は弱体化した国内の小地主階級から引き抜かれ、日米双方の情報機関に協力し

ていた李承晩
イ・スンマン

が指導者となった。国民を代表していないこの政府に対する異議申し立ては、とき

には武力蜂起の形をとったが、容赦なく鎮圧され、その中で何千人もの市民の虐殺さえ行なわれ

た。北では、モスクワはその保護国を、かつて満洲で日本と戦った金日成
キム・イルソン

が率いる帰還ゲリラ軍

の幹部に依拠する警察国家にしていた。どちらの政府もお互いの正当性を認めず、それぞれのリ

ーダーシップのもとでの国民の再統合を目指していた。 

米ソ両軍が朝鮮に残っている限り、李承晩と金日成の野心と陰謀は抑制されていた。しかし、

1949 年に占領軍が撤退を始めると、双方が、何千名もの兵員を投入してのゲリラ攻撃と境界地帯

での衝突を開始した。1950 年 6 月、ピョンヤンが最初にして最も強力な攻撃をしかけ、南に対す

る大規模な侵攻を開始し、当初成功をおさめた16。 

米韓両軍は北の猛攻撃にたじろいだが、ペンタゴンはほとんど即座に、核による反撃計画の立

案を開始した。アメリカの作戦部長であるボルト将軍は、10 発から 20 発の原爆がいつでも朝鮮

で使用できる構えを整えるよう提案し、「地上戦への間接的支援」でそれを使う可能性をマッカー

サー将軍とともに探究するよう指示を受けた。この案をマッカーサーは気に入り、彼の返答には、

自分のリーダーシップのもとで朝鮮を再統合するために戦争を利用したいという気持ちが反映さ

れていた。勝利と再統一の両方を達成するために彼は、北朝鮮を中国・ソ連から引き離すために

核兵器を使用するよう強く主張し、「私には袋小路がはっきりと目に見える。満州とウラジオスト

クからの限られたいくつかの道には多くのトンネルや橋がある。私はここにまたとない原爆の使

い道を思いついた」17と述べた。 

提案された標的があまりにも小さいと統合参謀本部が最終的に判断し、核攻撃の計画は一時的

に保留された。彼らは、マッカーサーはまもなく「通常」兵器を使って勝利するだろうと正確に

結論づけた。夏の間、アメリカによる空襲は、北朝鮮軍に何百トンもの爆発物を雨と降らせ、90

万ガロンのナパーム弾がそこに住む一般市民を含めあらゆる地域社会を焼き尽くした18。 

マッカーサーが早々に勝利を収めたことと彼の野心は、ひどい誤算を招き、中国の参戦、朝鮮

に対するトルーマンの最初の核威嚇へとつながった。38 度線から北朝鮮軍をはやばやと退却させ

たことに満足せず、CIA からは、中国は「北朝鮮に対するひそかな援助の継続に留まり」そうだ

という助言を受けて、トルーマン大統領はマッカーサーに対し、北朝鮮軍を「撃退する」許可を

与えた。中国を刺激しないように、マッカーサーは中国国境に南朝鮮軍だけを展開した。マッカ

ーサー軍は確かに首尾よく北朝鮮を「撃退」し、2 日間で 38 度線の北方 25 マイルまで進軍して

ピョンヤンを掌握し、中国国境まで進んだ。しかしながら、CIA、トルーマン、そしてマッカー

サーは、中国の新政府の力量を見定める上で、深刻な誤りを犯していた。アメリカの転覆と攻撃

に対する緩衝地帯を失うことを恐れた北京の革命政府は、鴨緑江を越えて中国人「義勇兵」の大

群を送り込み、アメリカは重大な損失を受け、朝鮮半島のほとんどで絶望的退却を余儀なくされ

たのである。 

マッカーサーの対応は、北朝鮮を「荒廃した土地」に変えることだった。米軍による空襲は、

米軍の陣地と中国国境の間に横たわるすべてのものを破壊しつくすよう命令された。それらは「す

べての通信手段、すべての施設、工場、都市、村を破壊するために行なわれた。この破壊は満州
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国境で始まり、南へ進められることになっていた」19。 

中国の反撃はまた、トルーマンとワシントンの官僚の大半をも動揺させた。トルーマンは日記

に「第三次世界大戦が起きているようだ」と記し、11 月 30 日の記者会見では、アメリカの所有

するいかなる兵器も使われうるという言い方で、核攻撃の威嚇をにおわせた。この威嚇を裏打ち

するために、戦略空軍は「中型爆弾群を遅滞なく極東に派遣するための準備」命令を帯びて警戒

態勢におかれ、「これには核能力も含まれる」とされた。マッカーサーは、自分の裁量による核兵

器使用の許可を求め、彼の日誌は、「放射性コバルトのベルト」をつくるために「30 発から 50 発

の原爆を満州の頚状部に連ねて」投下することで 10 日以内に勝利できると彼が信じていたことを、

示している。これにより、「少なくとも 60 年間は北から朝鮮を侵攻する余地がなくなる」ことが

確実になるはずだった。クリスマス・イブに、彼は「一連の妨害物」と「敵の空軍戦力の重大な

集中」を除去するために 30 発の原爆を要請した20。 

こうした兵器はすぐには用意されなかったが、数カ月後の 1951 年 3 月、マッカーサーとトルー

マンは核戦争に向けて性急に動き出した。モスクワが空軍の大半を満州と東シベリアへと動かし

て米空軍の優位性を脅かすシグナルを発し始め、中国がさらに多くの「義勇兵」を鴨緑江に集め

だしたため、マッカーサーは「D デー並みの核能力」を要求した。ペンタゴンとトルーマン大統

領は前向きに応じ、核兵器を朝鮮の射程内に、沖縄の嘉手納空軍基地に集めるよう命じた。一般

に理解されているのとは逆に、マッカーサーがトルーマンに罷免されたのは、彼が無鉄砲に核兵

器の使用を望んだからではなく、それが「確実に」使われるとの確信をトルーマンにもたせたか

らだった。マッカーサーは 4 月 6 日、リッジウェイ将軍に取って代わられた。トルーマンは核兵

器の使用を許可した21。核の標的として想定された中には、中国・ソ連軍の集結部隊、上海、中国

の工業都市、北朝鮮の 4 都市が含まれていた。軍備増強をしていたにもかかわらず、スターリン

と毛沢東は賢明にも戦争をさらにエスカレートさせないことを選び、リッジウェイは核攻撃を控

えた。集められた核爆弾は、ありうべき将来の使用に備えて沖縄に保管され、統合参謀本部はわ

ずか 2 カ月後、再び戦術核兵器の使用を検討した22。 

1953 年 1 月、就任後間もなく、アイゼンハワー大統領は、核攻撃の準備、威嚇、そしてもし必

要ならばそれを推進することによって、アメリカの望む条件で戦争を終結させるという選挙公約

を完全に果たした。彼は自らの戦略を実行するために、非武装地帯（DMZ）のすぐ北に位置する

工業都市開城
ケ ソ ン

が戦術核兵器の「絶好の標的となる」と国家安全保障会議に報告した。5 月 19 日、

統合参謀本部は中国の標的に対する空軍と海軍の攻撃――核兵器の使用を含む――を推奨し、そ

れに続いた。そして 8 月、アイゼンハワーはルメイ将軍に「ビッグ・スティック作戦」の実行を

命じた。これは、嘉手納空軍基地に核武装した B36 爆撃機 20 機を急派することにより、東アジア

におけるアメリカの核戦争能力の増大をはかるものだった。中国、ソ連、北朝鮮が確実にメッセ

ージを受け取るように、ルメイは、ホロコーストを行う核兵器が沖縄に到着する様子を目撃し、

記録し、報告するよう報道陣を招いた。アイゼンハワーはこうして、戦闘を停止はするが正式に

は戦争を終わらせない休戦協定を勝ち取った23。 

朝鮮におけるアメリカの核脅迫はこれで終わらなかった。朝鮮半島での新型兵器の配備を禁じ

た停戦協定の条項に違反して、1957 年、アイゼンハワー政権は 38 度線にまたがる非武装地帯付

近に核を搭載したマタドール・ミサイルを配備し、米軍を強化した。その後 43 年にわたり、韓国

におけるアメリカの核兵器庫は、オネストジョン、ディビークロケット、ラクロス、ランス、サ
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ージェントなどのミサイル、核弾殻の榴弾砲、それに空軍戦闘機や爆撃機に搭載する核爆弾が加

わって膨れ上がった。核兵器で武装した F-4 戦闘機は常に警戒態勢に置かれた。これらの兵器は、

非武装地帯沿いやソウル近くの群山
クンサン

、烏山
オ サ ン

の空軍基地に集中された。 
非武装地帯沿いに駐留した将校は、北朝鮮の侵攻に対して核を発射することで応じるよう永続

命令を受けていたし、彼らは自分たちが戦争の最初の犠牲者になるであろうことを理解していた。

群山空軍基地に配備された核兵器はペンタゴンの SIOP(Single Integrated Operational Plan＝単一統

合作戦計画)に統合され、北朝鮮に対するのと同様、中国やソ連に対しても使えるようになってい

た。1970 年代、ソウルが北朝鮮の最初の攻勢に敗北するかもしれない見通しに対して、アメリカ

の戦争計画は、中性子爆弾の使用もありうることを提起した。この爆弾は、より強い放射能をも

って敵軍とソウル市民のほとんどを殺しつつ、市内のビルやインフラを無傷のまま残すというも

のだった。アメリカの能力を誇示し、それによってピョンヤンを威嚇するために、数万の米韓軍

が「チームスピリット」合同軍事演習を行ったが、それには北朝鮮に対する核攻撃のリハーサル

も含まれていた24。 

クリントンとその上級補佐官たちが 1994 年の核危機の瀬戸際に直面するまでに、アメリカの核

戦力は少なくともさらに 2 回の危機の際、警戒態勢に置かれた。1968 年、米駆逐艦プエブロ号と

その乗組員が 1 年近く拘束されたとき、ジョンソン政権の最初の対応は、ピョンヤンに対する核

攻撃の準備をすることだった。8 年後の 1976 年、非武装地帯の立ち入り禁止区域に、「ポプラの

木を剪定する」命令を受けたとされる米韓の小部隊が派遣されたことから、超現実的な核危機が

もたらされた。北朝鮮軍は「剪定作業員」を攻撃し、兵士の一人が彼らの斧を奪い取って米兵 2

人を殺害した。これに対して、米軍と韓国軍が「高度警戒態勢」に置かれ、核武装した空母艦隊

が朝鮮水域に再配備され、グアムを発進した核搭載可能な B-52 爆撃機が韓国上空を飛んで非武装

地帯へ向かい、まさに北朝鮮へ到達する「最後の瞬間に方向転換（した）」。この危機は、駐韓米

軍司令官が、米韓政府間の連絡が断たれた場合に核兵器使用の許可をフォード大統領に求める必

要があると考えたほど、深刻だった25。 

ピョンヤンを標的とした威嚇に加え、朝鮮と北東アジアの緊張に輪をかけたのは、1970 年代、

朴正熙
パク・チョンヒ

大統領による韓国の核兵器計画が開始されたことだった。この計画は、ワシントンからの

激しい圧力によって終わったが、その結果アメリカに支援された軍事クーデターが起こった。こ

れには、朴正熙の暗殺も含まれていた可能性がある26。 

武装した「平和」――これはアメリカの場合、核武装を意味するのだが――は、続く 20 年間、

朝鮮ではうまくいった。南北ともに経済発展に集中し、ソ連崩壊まで緊張は抑制された。政治的

には、北朝鮮ではほとんど変化がなかったが、南では、連続する政治的抵抗運動の波により、軍

事独裁が選挙にもとづく民主主義に置き換えられた。 

 

 

台湾――1955 年と 1958 年 

 

台湾は長い間、東アジアにおける第 2 の核の火薬庫だった。1949 年、敗北に直面し、ワシント

ンからの支援を得た蒋介石は、数万（最終的には数百万）もの軍勢と忠臣を率い、財産のほとん

どを持って、東シナ海の 100 マイルむこうにある、メリーランド州やスイスほどの面積の島、台
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湾へ向かった。1600 年代半ばからのほぼ 3 世紀にわたり、この島の先住民である台湾人は、初め

は漁師、無法者、それから漢人軍閥に従った商人、軍人、土地を求める農民として移民してきた

漢人に数の上でも圧倒され、彼らによる支配を受けていた。50 年にわたる日本植民地支配から解

放されたわずか 4 年後に、蒋介石率いる国民党が侵入し行なった抑圧的独裁政治は、台湾人に嫌

われ、抵抗を受けることもあった。状況を悪化させたのは、アメリカが共産党の勝利を予期して

いなかったことだった。第二次世界大戦中ルーズベルト、トルーマン両大統領は、台湾を中国領

土の一部として認めていた。しかし、共産主義中国に対抗し得る軍事的、政治的、経済的前哨基

地としての台湾の潜在的役割と、アメリカの議会やメディア、その他のエリート集団内での中国

国民党の影響力とがあいまって、アメリカ政府は台湾の「中華民国」を中国全体の政府と承認す

るにいたった。 

蒋介石の「中華民国」は台湾島に限定されなかった。蒋介石にとっての台湾への足がかりの役

割を果たした小さな群島も含まれていた。こうした島々はまもなく、中国沿岸部とその船舶を攻

撃するための基地として利用された。もっとも重要なのは、台湾中央部の東、中国本土の厦門
ア モ イ

港

からわずか 2 マイルの位置にある金門島と、台湾北部の真東、中国の港町・福州の 10 マイル沖に

ある馬祖島だった。馬祖島の北 200 マイルの大陳群島は、防御力が弱かった。さらに台湾に近い

位置、台湾の西ちょうど 30 マイルには、澎湖諸島があり、ここもかつては日本の植民地であった。 

1950 年 6 月、アメリカ国内の世論およびアメリカのアジア太平洋軍が北朝鮮の侵攻を撃退する

ために動員されているもとで、米中両政府はともに台湾のはらむ脆弱性に直面した。これに対し

トルーマンは、第 7 艦隊が台湾海峡を通航するという形で脅迫のメッセージを送った。毛沢東は

この「大イベント」の目的は、中国がかつてもっていた省の再征服を夢見ることさえ許さないと

いうメッセージを送ることだと理解した27。 

1954 年までに蒋介石政府は米政府から 16 億ドルもの援助を受けており、国民党は沖合に浮か

ぶちっぽけな群島を「強固な陣地」に変えていた。大陸の再征服に備え、蒋介石は金門島に 58,000、

馬祖島に 15,000 もの兵力を集中した。こういった動き、また、外交的・経済的に中国を孤立させ

ようとするアメリカのキャンペーン、そして中国本土ではなく「反逆者の支配する省」を承認す

るという米政府の政策に、中国政府が懸念を持ったのは当然であった。 

9 月 3 日、北京政府は守勢にあった目下の「力関係」を変化させるために動いた。蒋介石軍と

金門島住民は、5 時間にわたって縮み上がるような集中砲火にさらされ、島には 6,000 発もの砲弾

が撃ち込まれた。ペンタゴンは当初、この攻撃を中国侵攻の前哨戦と解釈し、アイゼンハワーは、

核能力のある空母、駆逐艦、その支援艦の大型艦隊を台湾海峡へ配備することで対応した。彼は

また、「共産党が大規模攻撃を開始した場合の群島の全面的防衛と核兵器の使用」を呼びかけた28。 

こうした当初の力の誇示も、中国の銃口を沈黙させるには不充分だった。爆撃は馬祖島まで広

がった。包囲された群島の向こう側では、人民解放軍も上陸作戦の支援に必要な飛行場や道路、

砲兵陣地の建設にとりかかっていた。ワシントンでは、台湾の沖合群島の戦略的重要性について

コンセンサスがないまま、アイゼンハワー政権、議会、ペンタゴンは次のステップを議論した。

元将軍のアイゼンハワーは、この群島が台湾の軍事的防衛にとって不可欠であるかどうか疑って

いたが、彼とダレスは、この島々を失うことが蒋介石の正当性に対する「致命的一撃」になり、

蒋介石政府の崩壊につながりかねないことを恐れてもいた。そこで蒋介石を補強するために、ア

イゼンハワーとダレスは 12 月に国民党と軍事条約を結び、その中でアメリカは、台湾、澎湖諸島、
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「その他国民党が確保した領域を両調印国の相互協定にもとづいて」防衛することを約束した。

アメリカに対する蒋介石の一方的譲歩は、米政府が許可しない限り中国本土に対する攻撃を差し

控えるための密約だった。アメリカの威信と大統領の政治的未来は今や金門島と馬祖島の防衛と

固く結びついていた29。 

それでも北京は脅しに屈しなかった。1 月、中国はさらに遠い大陳列島に対する空襲を開始し、

大陳の国民党軍と一江島付近に派遣された少人数の米顧問団とを圧倒した。 

アイゼンハワーの国家安全保障担当補佐官ディロン･アンダーソンは当初、ホワイトハウスで支

配的だった空気と関わり方をその後こう描写している。「わが国の政策は適切な場面でいつでもそ

れ〔核兵器〕を使うというものだった」。核兵器使用かそれとも「7 億の中国人を擁する中国本土

に米軍を」上陸させるかという選択肢に直面したが、「後者ではありえなかった。なんということ

だ、われわれが戦闘地帯で奴らを殺すよりも速く、奴らは内陸部で繁殖することができるのだ」30。 

この人種差別主義的世界観にたがわず、危機が激化する 7 カ月間、アイゼンハワーとダレスは

北京にすでに暗示していた核脅迫を公にした。アイゼンハワーとその上級補佐官たちは国民党が

金門島と馬祖島を失った場合、その帰結は国民党政府の安定にとってと同じくらい「その他のア

ジアにとって」も破滅的なものになるだろうという点で意見が一致し、「原子力ミサイル」すなわ

ち核兵器を含むあらゆる可能な手段を使って沖合の島々を防衛することを約束した。中国に対し

てこのことをシグナルとして送るため、また、アメリカ国民に一方的な核の大惨事への備えをさ

せるため（ソ連は長距離ミサイルをもっておらず、長距離用軍用機の性能が劣っていることから、

ワシントンはソ連からの干渉を恐れていなかった）、ダレスは 3 月 8 日に予定していた演説を、金

門島と馬祖島の防衛において、アメリカが自国の核兵器を「通常兵器と入れ替えることができる」

と考えていることを伝えるために利用せよとの指示を受けた31。 

核攻撃の威嚇をやりぬくための準備の一環として、戦略空軍は、中国に対する「拡大した核攻

撃」の標的を「緊急性にもとづいて」選定するよう命じた。核戦争が何百万人もの中国人市民の

死や犠牲者をもたらすことを承知していたにもかかわらず、アイゼンハワー大統領は 3 月 16 日の

記者会見でダレスの行なった脅迫をくりかえし、なぜ核兵器が「普通使われる銃弾やその他のも

のとまったく同じように使われてはいけないのか」理解できないと述べた。ニクソン副大統領は

大統領に加勢し、「戦術核兵器は今や通常兵器であり、あらゆる攻撃力を標的として使われるだろ

う」と述べた。2 週間後。中国の爆撃が続く中、海軍参謀総長のロバート・カーニー提督は、ア

メリカには「中国に対する全面的攻撃の計画が」あり、米軍の計画は中国に対する大規模核攻撃

を想定していることを、許可なしに世界に向かって知らせ、さらなる脅しをかけた32。 

こういった脅迫と圧力は、北京にとってあまりにも大きかったため、北京は危機を静めるにあ

たり、外交的に有利な条件をできるだけ引き出すために動いた。周恩来首相は、非同盟運動を打

ち出したバンドン会議の場を使って、中国はアメリカとの戦争を望んでいないこと、「台湾地域に

おける緊張緩和」の交渉の用意があることを表明した。4 月末、ダレスは、アメリカは中国との

停戦の議論に応じるとこたえた。中国の砲撃はまもなくやんだ。アイゼンハワーとその補佐官た

ちが自国の核威嚇が功を奏したと思った一方で、中国は実質的な外交的成果を手にした。バンド

ンで味方を獲得したことに加え、危機の解決――短期間だったかもしれないが――によって、北

京政府はアメリカとの直接交渉の場を手に入れたのである33。 

しかしながら、これは北京にとって決して外交的勝利ではなかった。ガレス・ポーターが報告
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しているように、「1955 年 1 月半ば、沖合の島々をめぐり中国に対し核兵器を使用するというア

メリカの公然とした脅迫を受け、中国ははじめアメリカの核攻撃への恐怖をあらわに示した」。毛

沢東は彼が経験したアメリカによる「核の恐喝」というものに対し、中国国民にアメリカが始め

る戦争――核戦争も含めて――への備えを始めさせることで応じた。以後数年間、「突然の核攻撃」

に対処するために中国軍の演習が組織された34。 

中国指導部は 1955 年の核の脅威という冷厳な教訓を学んだにもかかわらず、人民解放軍が国内

の産業インフラと住民を脆弱な沿岸都市から遠い内陸部に移動させるよう進言したのを受けて、

毛沢東の方位磁針は、現実政治の虚勢を指し続けた。毛沢東は「敵にわれわれのことを脅しに弱

いと思われ」てはいけないので「恐れを見せ」ないよう、同志たちに強いた。台湾危機が解決の

様相を見せて 3 年後、北京は再び台湾を攻撃した35。 

1955 年に始められた協議をアメリカが一方的に中断したことが、中国には不満だった。ソ連の

革命精神がぼやけているように見えていることにも、またクレムリンが、核実験を禁止する条約

の交渉で共通の利益を見出した後、ワシントンとの間でデタントに向かって進んでいるように見

えていることにも腹を立てていた。毛沢東とその同志は、蒋介石が金門島と馬祖島で軍事強化を

続けていることも深く懸念していた。国民党軍のほぼ 3 分の 1 にあたる 10 万の兵が沖合の島々に

移動させられ、そこから彼らは中国の船舶を攻撃し、本土に対してゲリラ攻撃を始めていた。ア

メリカはレバノン危機に気をとられており、毛沢東と人民革命軍はこういった目下の現実を変え

るために激しい攻撃に出た。1958 年 8 月 23 日、金門島と馬祖島は、猛烈な鉄の台風と描写され

たもの――5 万発の砲弾に襲われた。容赦ない集中砲火とそれに続くアメリカの核の威嚇は 6 週

間続き、「差し迫った戦争に世界が恐怖した」36。 

包囲が開始されたその週のうちに、アメリカは核による第一撃攻撃を含む戦争準備を行なった。

CIA は、沖合の島々を奪い取るだけの軍事力が中国にあるかどうか疑いを持っていたが、ダレス

やその他の当局上層部の人びとは、蒋介石軍が飢えて屈服しかねないことを恐れた。その敗北が

蒋介石の失脚と台湾を失うことにつながりかねないと考えたのだ。そこでアイゼンハワーは、台

湾の生き残りにとって、金門島と馬祖島の防衛が 1955 年の時点よりもさらに重要になっていると

宣言した。彼は米軍を警戒態勢に置き、核で武装した太平洋艦隊を台湾海峡および近隣水域に送

った。8 月 29 日には、２つのアメリカ空母群、巡洋艦、駆逐艦 40 隻、潜水艦とその他の支援艦

艦隊が配置され、警戒態勢に置かれた。海上や軍事基地周辺に配備された 200 機を超える核搭載

可能な軍用機も、警戒態勢に置かれた37。 

「大量報復」は合衆国の戦争ドクトリンとして広く知られていた。朝鮮戦争と 1955 年の危機か

ら教訓を学び、虐殺の潜在能力を持つ大型艦隊を配置したアイゼンハワーはペンタゴンに対し、

「共産主義者が聞き漏らさないような、いくつかの意味深なことばをもらす」よう命じた。司令

官のアプローチにたがわず、統合参謀本部は大統領に、台湾および「沖合の島々に対する共産主

義者の攻撃を、すみやかにかつ断固としてやめさせることが可能な最善の方法」は「核兵器によ

る即時反撃」であると強く迫った。ダレスは同意し、「たくさん持っているのに、それを使わない

法はない」と述べた。しかし、アイゼンハワーは国際世論を気にかけ、結果として、より慎重に

なった。1955 年にしたように、戦場の指揮官に核戦争開始の責任を負わせるのではなく、大統領

はその権限を自らの手に握り、事態の展開を待った38。 

毛沢東はのちに、中国指導部がこのときの金門島・馬祖島攻撃に対するワシントンの対応が激
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しいことに驚いたこと、アイゼンハワーによる核の威嚇を非常に深刻に受け止めたことを認めて

いる。9 月 6 日、周恩来は公式に、ワルシャワで米中会談を再開することを主張したが、実らな

かった。1 週間後、ソ連のグロムイコ外相は北京を訪問し、ワシントンが攻撃を続けることを毛

沢東が全面的に期待していることを知った。毛沢東のこたえは、グロムイコに対して提案した計

画だった。すなわち、人民解放軍がかつて革命的「人民戦争」の大半を通じて行なったように、

中国の中心部まで退却し、自分たちの後ろに米軍を引き込むというものだ。毛沢東は、ソ連がそ

こで侵略者を「あらゆる手段」、すなわち、ソ連の核兵器を使って侵略者を叩くことを提案した。

しかし、ソ連は核戦争の準備が整っておらず、グロムイコは賢明にも毛沢東の提案を拒否した。

アイゼンハワーは攻撃を中止し、10 月 6 日、中国の包囲攻撃は解除された。 

巨大な資本主義大国とのこの対決を毛沢東は厳粛に受け止め、翌年、この危機から得た教訓を、

毛沢東は駐中ソ連大使と共有した。すなわち、アジアにおいて「台湾に始まりトルコに終わるも

のはすべてアメリカ世界である」ということである。アメリカは「あらゆるもの、中国領である

金門島でさえも逃さず握って放さない」ために活動するだろう。間もなく、同盟者であるベトナ

ムに彼が助言したように、中国は「彼らが弱い場所においてさえ」アメリカに触れることができ

なかった39。 

 

 

中国の核兵器 

 

第二次台湾危機の直後、中国指導部は、アメリカには公然と逆らわないようにという毛沢東の

命令に従った。同時に、彼らは力の不均衡を正すために経済成長に焦点を当て、アメリカ、それ

にひょっとするとソ連に対する抑止力となる中国の核兵器の製造につとめた。1961 年、ジョン・

F・ケネディは、アメリカ大統領に就任したとき、「東アジアにおける全体的な力のバランスは、

過去 5 年間に比べ共産主義世界にとって好ましいものではなくなっている」との助言を受けた。

中国の経済力と軍事力は、ソ連からの補助金や支援の削減と、それに毛沢東の「大躍進」の大失

敗により大幅に後退していた。質の悪い鉄を作るのに利用できるものはほとんどすべて、非現実

的な割り当てを達成するために、即席の溶鉱炉に投げ込まれたために、中国の工業インフラは荒

廃していた。飢えが広がり、餓死者の数は推定で 2000 万人かそれ以上に達した。このような戦略

的環境のもとで、ケネディはドミノが倒れる恐れはまったくないと聞かされていた。サイゴンの

傀儡政権が倒れた場合に起こりうる最悪の事態は「タイとマレーシアが中立の姿勢に傾くこと」

だった40。 

しかしケネディは、中国から新たな心配の種を得た。中国は 1962 年までに核兵器を手に入れ、

1965 年には若干の核兵器を保有する可能性があると聞いたのだ。これを受けて大統領と補佐官ら

は、深刻化する中ソ対立を、北京の核兵器計画を転覆または破壊するために利用できるかどうか

調査した。この目的に向け、ケネディはフルシチョフとのウィーンでの首脳会談を利用して、中

国の核保有の野心の封じ込めについてのソ連の関心を探ったが、彼らが名目上の同盟国への攻撃

に加わる準備がまだできていないことを確認した。2 年後、米ソが大気圏内での核実験禁止条約

に向けての最終交渉に近づいたとき、ケネディは再び試みた。調印国に対し「他国が核を持つと

いう蛮勇をふるわないようにするために、持てるすべての影響力を行使する」ことを呼びかける
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条文の可能性について公然と提起し、自身の政治課題を示唆したのである。ハリマン大使は 7 月

の交渉準備のさい、報告文書の中に、「共産主義中国に対する軍事その他の制裁」と題した一節が

あることに気づいた。さらに、ハリマンは、ロプノールにある中国の核兵器施設に対する「米ソ

合同先制核攻撃」を含む「中共の核能力を否定するための行動」の可能性を探るためにソ連に接

近するようにとの指示を受けた。ハリマンがこの使命を確実に受け止めるよう、交渉が始まると、

中国の核問題に言及するよう念を押す電報が送られた。その電報には、彼は「この方向に向けて

ソ連が行動する、あるいはアメリカの行動を受け入れる意思があるのか、フルシチョフの見解を

引き出すこと」とあった。条約交渉が成功に終わったとき、ハリマンには、モスクワが中国の孤

立を希望していることがはっきりとわかったが、フルシチョフにロプノールへの共同攻撃の可能

性を提起したとき、彼は「返答しなかった。〔彼は〕明らかにワシントンとそうした共同措置を取

る準備ができていなかった」41。 

1964 年 8 月、中国の核科学者が彼らにとって最初の核実験の最終準備にむけて動き出し、ジョ

ンソン政権がベトナム戦争をエスカレートさせていたとき、毛沢東は党官僚らに対し「戦争は近

い」と警告したが、彼はたとえ核兵器を保有しても、中国は長期にわたって守勢に置かれるとわ

かっていた。中国共産党中央委員会書記局会議で毛沢東は、アメリカが「中国に対する新たな侵

略戦争」を準備しており、それに備えるために中国は「三線建設」戦略を採用する必要があると

警告した。人民解放軍からの以前の進言のとおり、最初の二つの前線は中国沿岸部と内陸部の各

省であった。中国南西部と北西部の孤立した各省は第三線だった。毛沢東は「内陸部各省での工

業施設の建設を劇的に加速すること…を呼びかけた」。空軍は中国南部のいたるところに新たな空

軍基地を建設するよう迫られた。そして、ベトナムは「侵略軍との直接軍事対決を避ける」よう

にとの助言を受けた。代わりに、アメリカを「陣地の奥深く」、彼らが人民戦争に対して脆弱なと

ころまで「誘い込む」のだというのであった42。 

9 月半ば、ジョンソン、マクジョージ・バンディ国家安全保障担当補佐官、マコーン CIA 長官、

ロバート・マクナマラ、ディーン・ラスク両長官らは再び、差し迫った中国の核兵器実験準備と

いう気がかりな問題を検討した。ペンタゴンの上層部は、中国の核計画をなきものにするための

公然あるいは秘密裏の先制攻撃を強く主張した。バンディは議論の成り行きを、以下のように記

録している。 

 

「われわれは目下のところ、中国の核施設に対する、正当な理由のないアメリカの一方的軍事

行動に賛成ではない。…もしソ連政府が関心を持てば、予防的軍事行動での協力合意の可能性

を含め、彼らとの共同行動をおこす数多くの可能性がわれわれにはあると信ずる。したがって、

国務長官ができるだけ早くこの問題を、きわめて個人的にドブルイニン大使との間で探究する

ことがもっとも望まれるという点で、われわれは一致した」43。 

 

しかし、ソ連はアメリカの提案に前向きに応える立場になかった。10 月 16 日、フルシチョフ

がキューバ・ミサイル危機や「中国との論争の扱いのまずさ」など数多くの失策ゆえに失脚しつ

つあるのとほぼ同時期に、中国の最初の原爆がロプノールで爆発した。アメリカの指導的保守派

はジョンソンに対し、「赤い中国の爆弾を爆撃する」よう迫ったが、ジョンソン政権内ではもう一

つのシナリオが急速に議論の焦点になった。「インドの」爆弾である。 
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インド政府は、2 年前に中国との間で激しい国境戦争を戦っていたが、中国の核実験に動揺し、

先例のない提案を申し出た。当時マクノートン国防次官補の特別補佐官だったダニエル・エルズ

バーグがその後報告しているように、インド政府は、アジアにおける恐るべき新たな力の不均衡

を相殺する最善の道は、インド自身のものとして爆発させることのできる原爆をアメリカが秘密

裏にインドに提供することだと確信していた。インドは、核保有国であると主張することで中国

をけん制しようとしたのである44。 

ペンタゴン上層部の頭の痛いことに、インドの提案は当初、歓迎された。1 年前、ケネディが、

インドが再び中国に攻撃された場合にはインドを防衛する決意を示した会議の場で、マクナマラ

長官は、「インドを守るための実質的な関与が…〔与えられることになれば〕、われわれは、核兵

器を使用しなければならないことを認めるべきである」と強調した45。それにもかかわらずペンタ

ゴン上層部は、インドからの原爆要求をラスク国務長官が支持したとき、当惑した。この計画は、

アメリカの最高権力グループ内での激しい議論のあとようやく断念された。議論に関わった人間

のなかで、10 年以内に毛沢東主義の中国がワシントンにとって暗黙の、そして最も戦略的な同盟

者となると予想したものはほとんどいなかった。 

7 年後、アメリカと世界の多くの人びとを驚愕させたのは、猛烈な反共主義者であるリチャー

ド・ニクソン大統領が中国の承認に乗り出し、ソ連に対抗して北京との間に暗黙の同盟を築いた

ことだった。そうすることによってニクソンは、ワシントンの「核の傘」を、韓国と日本列島西

岸を越え、北京へ、そして２つの共産主義大国を隔てるウスリー川へと拡大したのである。 

1972 年のニクソン訪中は、彼の大胆不敵な外交の幕開けと中国の首都で行なわれた壮大なセレ

モニーによって、民主党の対抗馬の力を減じさせるために計画された、単なる大統領選向けのシ

ョーに留まらないものだった。帝国主義的現実政治の古典的表現でもあった。1950 年代はじめか

ら、ナショナリズムが共産主義へのイデオロギー的信念に優りうるということをソ連とユーゴス

ラビアの分裂に学んだ歴代の米政権は、世界の共産主義運動がもつ外見上の団結の裏に隠されて

いる中ソの緊張につけこむことを狙った。中ソ関係の中にある緊張は、共産主義の防衛と前進を

はかるための戦略や戦術をめぐる立場の違いから生まれ、帝政ロシアの侵入以来の国境論争とモ

ンゴルにおける中国の野心に対するソ連の恐怖にまで、拡大していた。1960 年から 1969 年 3 月

のウスリー川での戦闘「勃発」までの間、この二つの共産主義大国の間には流血を伴う 5,500 も

の国境紛争があり、少なくともそのうちの 1 つの背景にはソ連の核脅迫があった46。 

暗黙の米中同盟を築く基礎となった誓約と妥協は、おそらくは日本に核兵器開発を認めるとい

うアメリカの脅迫によって促進されたものであり、鳴り物入りのニクソン訪中に先立って行なわ

れた、ヘンリー･キッシンジャーと中国指導部との間の一連の秘密協議の中での徹底的な議論の末、

打ち出されたものだった。アメリカ政府の目標ははっきりしていた。ベトナムでのより大きな行

動の自由を得ること、有利な軍縮協定を勝ち取るためにモスクワにさらなるてこ入れをすること、

そして中国とソ連の両方を封じ込めること、である。こういった有利な立場を手に入れるために、

ニクソンは意識して毛沢東を「皇帝」として扱った。彼は、アメリカは台北ではなく北京を承認

すると誓約し、「一つの中国」政策をひっくり返し、「日本を抑制する」ことを約束した。 

毛沢東と周恩来はソ連の要求と脅迫に対する強力な緩衝装置を手に入れてニクソンとの首脳会

談を終えたが、この合意は冷戦の終結まで持続した。米中関係は、ソ連の衰退とともにさらに複

雑になってゆく。この同盟の存在意義が失われ、1989 年、天安門広場と中国各地での民主的抗議
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運動に対する中国政府の残忍な鎮圧を目の当たりにしたアメリカ国民が反感を持ったことで、こ

の「もっとも異常な関係」の政治的基盤は、修復できないほど粉々に打ち砕かれたのである。 
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